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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 520,000株

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における

標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。

　（注）１．平成30年５月16日開催の取締役会決議によります。

２．本有価証券届出書の対象とした募集は、会社法（平成17年法律第86号）第199条第１項の規定に基づいて、

当社の保有する当社普通株式による自己株式処分（以下「本自己株式処分」といいます。）により行われる

ものであり、金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令第９条第１号に定める売付けの申込み

又は買付けの申込みの勧誘となります。

３．振替機関の名称及び住所は次のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 520,000株 1,194,440,000 ―

一般募集 ― ― ―

計（総発行株式） 520,000株 1,194,440,000 ―

　（注）１．第三者割当の方法によります。

２．発行価額の総額は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額の総額であります。なお、本有価証券届出書

の対象とした募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

 

（２）【募集の条件】

発行価格
（円）

資本組入額
（円）

申込株数単位
（株）

申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

2,297 － 100
平成30年６月１日から

平成30年６月６日まで
－ 平成30年６月６日

　（注）１．本有価証券届出書の効力発生後に締結する募集株式の総数引受契約に基づく第三者割当の方法により行うも

のとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額であります。なお、本有価証券届出書の対象とした

募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

３．本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に割当予定先との間で募集株式の「株式総数引受契約」を締結

しない場合は、本自己株式処分は行われないこととなります。

４．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に募集株式の「株式総数引受契

約」を締結し、払込期日までに後記「(4）払込取扱場所」へ発行価額の総額を払込むものとします。

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

株式会社構造計画研究所　財務部
東京都中野区本町四丁目38番13号

日本ホルスタイン会館内

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社りそな銀行　東京営業部 東京都文京区後楽二丁目５番１号
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３【株式の引き受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

1,194,440,000 ― 1,194,440,000

　（注）　新規発行による手取金の使途とは本自己株式処分による手取金の使途であります。

 

（２）【手取金の使途】

　従業員の福利厚生の充実化を図るとともに、従業員の株価への意識や労働意欲を向上させるなど、当社の中

長期的な企業価値の向上を図ることを目的とした「従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ」を導入するため、本自己

株式処分を行うものです。

　本自己株式の処分により調達する資金1,194,440,000円については、全額を払込期日以降の諸費用支払いな

どの運転資金に充当する予定です。

　なお、支出実行までの資金管理は、当社預金口座にて管理を行います。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】

１【割当予定先の状況】

ａ　割当予定先の概要

名称 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

本店の所在地
東京都中央区晴海一丁目８番11号

（晴海アイランドトリトンスクエア　オフィスタワーＹ）

代表者の役職及び氏名 代表取締役社長　　田中　嘉一

資本金 51,000百万円

事業の内容 有価証券等の管理業務、資産管理に係る信託業務・銀行業務

主たる出資者及びその出資比率
三井住友トラスト・ホールディングス株式会社：66.66％

株式会社りそな銀行：33.33％

 

ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係

割当予定先において当社普通株式314,400株（発行済株式総数の5.15％）

を信託財産として保有しております。また、割当予定先の出資者である株

式会社りそな銀行において当社普通株式200,000株（発行済株式総数の

3.28％）を保有しております。

人事関係

当社と割当予定先との間には、該当事項はありません。但し、当社取締役

（監査等委員である者を除く）のうち１名及び監査等委員である取締役の

うち１名が割当予定先の出資者である株式会社りそな銀行の出身者であり

ます。

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係

当社と割当予定先との間には、該当事項はありません。但し、割当予定先

の出資者である株式会社りそな銀行とは、銀行取引、信託銀行取引があり

ます。

※　割当予定先の概要及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、平成30年５月16日現在のものであります。また、出

資関係につきましては、平成30年３月31日現在の株主名簿を基準として記載しております。

※　従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ（以下「本制度」といいます。）の内容

当社は、当社を委託者、株式会社りそな銀行を受託者とする従業員持株会支援信託契約（以下「本信託契約」といい

ます。）を締結します。本信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」といいます。また、株式会社りそな銀行

は日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社を再信託受託者として有価証券等の信託財産の管理を再信託します。
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割当予定先である日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）（以下「信託口」といいます。）は、当該

再信託によって設定される信託であります。

 

(1）概要

　本信託は、「構研所員持株会」（以下、「本持株会」といいます。）に加入する当社従業員を対象に、当社株

式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。

　本信託の設定後約２年11ヵ月にわたり本持株会が取得すると合理的に見込まれる数の当社株式を、信託口が予

め取得し、本持株会の株式取得に際して当社株式を売却していきます。本信託終了時までに、信託口が本持株会

への売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、それを残余財産として受益者適

格要件を充足する本持株会会員に分配します。また、当社は、信託口が当社株式を取得するための借入に対し債

務保証をしているため、本信託終了時において当社株式の価格下落により当該株式売却損相当の借入残債がある

場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を一括して弁済することとなります。

　第三者割当については、信託口と当社の間で本有価証券届出書の効力発生後に締結される予定の株式総数引受

契約に基づいて行われます。

　本信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使については、信託管理人及び受益者代理人が本信託契約

に定める「議決権行使のガイドライン」に従って議決権行使の指図を受託者に行い、受託者はその指図に従い議

決権行使を行います。

 

（参考）本信託の概要

①　信託の種類　　　特定単独運用の金銭信託（他益信託）

②　信託の目的　　　当社持株会に対する当社株式の安定的な供給並びに受益者要件を充足する当社従業員に

対する福利厚生の充実及びインセンティブの付与

③　委託者　　　　　当社

④　受託者　　　　　株式会社りそな銀行

⑤　受益者　　　　　当社持株会の会員のうち受益者要件を充足する者

⑥　信託管理人　　　当社従業員

⑦　信託契約日　　　平成30年６月１日

⑧　信託の期間　　　平成30年６月１日～平成33年４月30日

⑨　議決権行使　　　受託者は、当社持株会の議決権行使状況を反映した信託管理人の指図に従い、当社株式

の議決権を行使します。

⑩　取得株式の種類　当社の普通株式

⑪　取得株式の総額　1,194,440,000円

⑫　株式の取得方法　自己株式の処分により取得

 

(2）本持株会に売り付ける予定の株式の総数

520,000株
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(3）受益者の範囲

　本信託契約で定める信託契約終了日において、本持株会に加入している者のうち、本信託契約で定める所定の

受益者確定手続の全てを完了している者を受益者とします。

 

（本信託の仕組み）

①　当社は、受益者要件を充足する従業員を受益者とする他益信託を設定します。

②　受託者は、金融機関から株式取得代金の借入を行います（当社は金融機関に対して債務保証を行いま

す）。

③　受託者は、本持株会が今後の一定期間にわたり取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定める取得期

間内に当社から取得します。

④　持株会加入者は、奨励金と併せて本持株会に金銭を拠出します。

⑤　本持株会は、毎月持株会加入者から拠出された買付代金をもって、受託者から時価で当社株式を購入しま

す。

⑥　受託者は、本持株会への株式の売却代金をもって借入金の元本を返済し、受託者が当社から受領する配当

金等を原資とする信託財産をもって借入金の利息を返済します。

⑦　本信託は信託期間の終了や、信託財産の払底等を理由に終了します。信託終了時には信託の残余株式を処

分し、借入を完済した後なお剰余金が存在する場合、受益者要件を充足する持株会加入者に分配します。

なお、信託終了時に、受託者が借入金を返済出来なくなった場合、当社が保証債務を履行することで、借

入金を一括して返済します。

 

ｃ　割当予定先の選定理由

　当社は、本制度の導入にあたり、円滑な導入や導入後の事務体制、過去の実績、本信託に係る事務コスト等を他

社比較等も含めて総合的に勘案した結果、株式会社りそな銀行より提案のありました本信託を導入することといた

しました。

　また、当社は機動的な資本政策や資本効率の向上を目的とし、自己株式の取得を行ってまいりましたが、本信託

の導入にあたり、自己株式の有効活用のため自己株式の割り当てを行うこととなりました。

　これらの経緯を踏まえ、本信託においては「※従業員持株会支援信託ＥＳＯＰの内容」に記載しましたとおり、

当社を委託者、株式会社りそな銀行を受託者として本信託契約を締結した上で、当社が、本信託の受託者である株

式会社りそな銀行の再信託受託者である日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）を割当予定先とし

て選定したものであります。

 

ｄ　割り当てようとする株式の数

520,000株
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ｅ　株券等の保有方針

　割当予定先である日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）は、本信託契約に基づき、約２年11ヵ

月の信託期間内において本持株会に対し毎月定期的に保有株式を売却するために保有するものであります。

　なお、本信託契約に基づき、本自己株式処分により割当られた株式は、毎月定期的に処分先である日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）から本持株会に譲渡されることになっております。

 

ｆ　払込みに要する資金等の状況

　割当予定先の払込みに要する資金に相当する金銭につきましては、割当日において信託財産内に存在する予定で

ある旨、本信託契約により確認を行っております。当該信託金については、本信託の受託者が貸付人からの借入金

によって調達する予定である旨を責任財産限定特約付金銭消費貸借契約によって確認しております。なお、当該責

任財産限定特約付金銭消費貸借契約は、借入人、保証人、貸付人の三者間で締結され、返済原資を信託財産に限定

し、信託財産で返済しきれない場合は、保証人が保証債務を履行する内容となっております。また、当社は、借入

人に対する上記保証に対し、本信託契約に基づき借入人から保証料を受取ります。

 

割当予定先：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

借入人　　：株式会社りそな銀行

保証人　　：当社

貸付人　　：株式会社りそな銀行

 

ｇ　割当予定先の実態

　割当予定先である日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）は、割り当てられた当社株式に係る議

決権行使について、信託管理人の指図に従います。

　信託管理人には、現在又は過去において当社及び関係会社（以下「当社等」といいます。）の役員等ではないこ

と、現在又は過去において当社等の役員等の２親等内の親族ではないこと、当社等と現に取引のある金融機関にお

いて現在又は過去において役員等になったことがないこと、当社等の重要な取引先において、現に役員等ではない

こと及び当社等との間に特別な利害関係のないことを要件としており、信託管理人には当社従業員が就任します。

なお、受益者が存在するに至った場合には、信託管理人が受益者代理人に就任します。

　なお、割当予定先が暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受し

ようとする個人、法人その他団体（以下「特定団体等」といいます。）であるか否か、及び割当予定先が特定団体

等と何らかの関係を有しているか否かについては、割当予定先のホームページ等の公開情報に基づき調査を行い、

同社の倫理憲章の一つとして「反社会的勢力への冷静かつ信念を持った毅然とした対応」が掲げられ、その取り組

みに問題がないことを確認しております。その結果、当社といたしましては割当予定先が特定団体等でないこと及

び割当予定先が特定団体等と何ら関係を有していないと判断いたしました。なお、当社は、その旨の確認書を株式

会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）に提出しております。

 

２【株券等の譲渡制限】

　該当事項はありません。
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３【発行条件に関する事項】

ａ　払込金額の算定根拠及び合理性に関する考え方

　本自己株式処分は、本制度の導入を目的として行います。処分価額につきましては、恣意性を排除した価額とす

るため、当該処分に係る取締役会決議を行った日（以下「本取締役会決議日」といいます。）の直前営業日（平成

30年５月15日）の東京証券取引所における当社株式の終値である2,297円といたしました。

　本取締役会決議日の直前営業日の東京証券取引所における当社株式の終値を採用したのは、直近の株式市場にお

ける当社の適正な企業価値を表すものであり、合理的であると考えたためです。

　なお、当該価額は、本取締役会決議日の直前営業日の終値を採用していること及び本取締役会決議日の直前１ヵ

月間（平成30年４月16日から平成30年５月15日）の終値の平均である2,487円（円未満切り捨て）からの乖離率は

－7.64％（小数点以下第３位を四捨五入）、同直前３ヵ月間（平成30年２月16日から平成30年５月15日）の終値の

平均値である2,411円（円未満切捨て）からの乖離率は－4.73％（小数点以下第３位を四捨五入）、同直前６ヵ月

間（平成29年11月16日から平成30年５月15日）の終値の平均値である2,323円（円未満切捨て）からの乖離率は－

1.12％（小数点以下第３位を四捨五入）となっていることから、割当予定先に特に有利な処分価額には該当しない

ものと判断しております。

　上記処分価額につきましては、監査等委員会（監査等委員である取締役３名）が、割当予定先に特に有利な処分

価額に該当しない旨の意見を表明しております。

 

ｂ　処分数量及び株式の希薄化規模の合理性に関する考え方

　本自己株式に係る処分数量は、２年11ヵ月の信託期間中に本持株会が本信託より取得する予定数量に相当するも

のであり、本制度の目的にも照らして希薄化の規模は合理的であると考えております。なお、希薄化の規模は、本

届出書提出日現在の発行済株式総数6,106,000株に対し8.52％（平成30年３月31日現在の総議決権数48,324個に対

する割合10.76％。いずれも小数点以下第３位を四捨五入。）です。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　該当事項はありません。
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５【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（千株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目8-11 314 6.51 834 15.59

株式会社南悠商社 東京都港区虎ノ門４丁目1-35 490 10.14 490 9.15

服部　正太 東京都品川区 436 9.04 436 8.16

構研所員持株会 東京都中野区本町４丁目38-13 228 4.72 228 4.27

資産管理サービス信託銀行株式

会社（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海１丁目8-12 202 4.19 202 3.79

株式会社りそな銀行
大阪府大阪市中央区備後町２丁

目2-1
200 4.14 200 3.74

有限会社構研コンサルタント
東京都千代田区神田神保町１丁

目103-501
150 3.10 150 2.80

富野　壽 神奈川県茅ケ崎市 137 2.84 137 2.56

阿部　誠允 東京都武蔵野市 93 1.94 93 1.75

株式会社ＳＢＩ証券
東京都港区六本木１丁目６番１

号
50 1.04 50 0.94

計 ― 2,303 47.67 2,823 52.75

　（注）１．平成30年３月31日現在の株主名簿を基準として記載しております。

２．上記には、当社所有の自己株式を含めておりません。

３．所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

４．所有議決権数の割合は小数点以下第３位を四捨五入して表記しております。

５．割当後の所有株式数及び総議決権数に対する所有議決権数の割合は、割当後の所有株式数に係る議決権数

を、平成30年３月31日現在の総議決権数（48,324個）に本自己株式処分により増加する議決権数（5,200

個）を加えた数で除した数値です。

 

６【大規模な第三者割当の必要性】

　該当事項はありません。

 

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

８【その他参考になる事項】

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】

第１【公開買付けの概要】
　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
　該当事項はありません。

 

第三部【追完情報】

１　事業等のリスクについて

　「第四部　組込情報」に掲げた第59期有価証券報告書及び第60期第３四半期報告書（以下「有価証券報告書等」と

いいます。）に記載された「事業等のリスク」について、有価証券報告書等の提出日以降、本有価証券届出書提出日

（平成30年５月16日）までの間において生じた変更、その他の事由はありません。

　また、有価証券報告書等に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（平成30年５月16日）現

在においても変更の必要はないと判断しております。

 

２　臨時報告書の提出

　「第四部　組込情報」に掲げた第59期有価証券報告書の提出日以後、本有価証券届出書提出日（平成30年５月16

日）までの間において、以下の臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

 

（平成29年９月20日提出臨時報告書）

１　「提出理由」

　当社は、平成29年９月15日の定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24

条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を

提出するものであります。

 

２　「報告内容」

(1）株主総会が開催された年月日

平成29年９月15日

 

(2）決議事項の内容

第１号議案　定款一部変更の件

取締役会の監査・監督機能の一層の強化とガバナンスの更なる充実を図るとともに、権限委譲

による迅速な意思決定と業務執行により、経営の公平性、透明性および効率性を高めるため、

監査等委員会設置会社へと移行いたしたく、監査等委員会および監査等委員である取締役に関

する規定の新設ならびに監査役および監査役会に関する規定の削除等、所要の変更を行うもの

であります。

 

第２号議案　取締役（監査等委員である者を除く）11名選任の件

取締役（監査等委員である者を除く）として、服部正太、阿部誠允、澤飯明広、渡邊太門、山

岡和馬、湯口達夫、水野哲博、荒木秀朗、木村香代子、郭献群および本荘修二を選任するもの

であります。

 

第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役として、黒木弘聖、樋口哲朗および中込秀樹を選任するものでありま

す。

 

第４号議案　取締役（監査等委員である者を除く）の報酬等の額決定の件

経済情勢等諸般の事情を考慮して、取締役（監査等委員である者を除く）の報酬等の額を、年

額250,000千円以内（うち社外取締役40,000千円以内）と定めるものであります。
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第５号議案　監査等委員である取締役の報酬等の額決定の件

監査等委員である取締役の報酬等の額を、経済情勢等諸般の事情を考慮して、年額40,000千円

以内と定めるものであります。

 

第６号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

補欠の監査等委員である取締役として、根本博史を選任するものであります。

 

第７号議案　取締役および執行役員に対する株式報酬等の額および内容の決定の件

取締役（社外取締役を除く）および当社と委任契約を締結している執行役員に対する株式報酬

制度の導入を行うものであります。

 

EDINET提出書類

株式会社　構造計画研究所(E05069)

有価証券届出書（組込方式）

10/16



(3）決議事項に対する賛成、反対および棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるため

の要件ならびに当該決議の結果

決議事項 賛成数（個） 反対数（個） 棄権数（個） 可決要件
決議の結果および
賛成（反対）割合

（％）

第１号議案    
（注）１

 

定款一部変更の件 32,453 81 0 可決　99.47

第２号議案    

（注）２

 

取締役（監査等委員である者を除

く）11名選任の件
    

服部　正太 32,452 82 0 可決　99.47

阿部　誠允 32,431 103 0 可決　99.40

澤飯　明広 32,455 79 0 可決　99.48

渡邊　太門 32,450 84 0 可決　99.46

山岡　和馬 32,446 88 0 可決　99.45

湯口　達夫 32,455 79 0 可決　99.48

水野　哲博 32,455 79 0 可決　99.48

荒木　秀明 32,455 79 0 可決　99.48

木村　香代子 32,455 79 0 可決　99.48

郭　献群 32,454 80 0 可決　99.47

本荘　修二 32,439 95 0 可決　99.43

第３号議案    

（注）２

 

監査等委員である取締役３名選任の

件
    

黒木　弘聖 32,401 133 0 可決　99.31

樋口　哲朗 32,401 133 0 可決　99.31

中込　秀樹 32,381 153 0 可決　99.25

第４号議案    

（注）２

 

取締役（監査等委員である者を除

く）の報酬等の額決定の件
32,349 185 0 可決　99.15

第５号議案    

（注）２

 

監査等委員である取締役の報酬等の

額決定の件
32,386 148 0 可決　99.26

第６号議案    

（注）２

 

補欠の監査等委員である取締役１名

選任の件
32,420 114 0 可決　99.37

第７号議案    

（注）２

 

取締役および執行役員に対する株式

報酬等の額および内容の決定の件
32,364 170 0 可決　99.20

　（注）１．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の３分の２以上の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。
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(4）株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本総会前日までの事前行使分および当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計した

ことにより、決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対お

よび棄権の確認ができていない議決権数は加算しておりません。

 

（平成30年５月16日提出臨時報告書）

１　「提出理由」

　当社は平成30年５月16日開催の取締役会において第三者割当による自己株式処分について決議いたしまし

た。これに伴い主要株主の異動が見込まれるため、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に

関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。

 

２　「報告内容」

(1）当該異動に係る主要株主の名称

主要株主でなくなるもの　　株式会社南悠商社

 

(2）当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権の数及びその総株主等の議決権に対する割合

 所有議決権の数 総株主等の議決権に対する割合

異動前 4,900個 10.14％

異動後 4,900個 9.15％

（注）１．異動前の「総株主等の議決権に対する割合」の計算においては、当社が平成30年５月14日に提出した第60期第

３四半期報告書に記載された平成30年３月31日現在の総株主数の議決権の数（48,324個）を分母として計算し

ております。

２．異動後の「総株主等の議決権に対する割合」の計算においては、上記１．の議決権の数（48,324個）に自己株

式処分の対象となる株式に係る議決権数5,200個を加算した合計53,524個の議決権数を分母として計算してお

ります。

３．「総株主等の議決権に対する割合」については、小数点第三位を四捨五入しております。

 

(3）当該異動の年月日

平成30年６月６日（予定）

 

(4）本報告書提出日現在の資本金の額及び発行済株式総数

資本金の額　　　　　　　　　1,010,200千円

発行済株式総数　　　普通株式　6,106,000株

 

第四部【組込情報】
　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
（第59期）

自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日

平成29年９月19日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

（第60期第３四半期）
自　平成30年１月１日
至　平成30年３月31日

平成30年５月14日
関東財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して

提出したデータを、開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドラ

イン）Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成29年９月19日

株式会社構造計画研究所  

 取締役会　御中 

 

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩尾　健太郎　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 久保田　正崇　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社構造計画研究所の平成28年７月１日から平成29年６月30日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明

細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

構造計画研究所の平成29年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社構造計画研究所の平

成29年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社構造計画研究所が平成29年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年５月14日

株式会社構造計画研究所

取締役会　御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩尾　健太郎　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 久保田　正崇　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社構造計

画研究所の平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第60期事業年度の第３四半期会計期間(平成30年１月１日から

平成30年３月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年７月１日から平成30年３月31日まで)に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社構造計画研究所の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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